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(57)【要約】
【課題】市場の部品の稼働台数、部品の耐久出力枚数、
季節変動を考慮して、より正確な需要予測を実現するこ
と。
【解決手段】需要予測装置１００は、部品の交換実績情
報と、部品の販売計画および販売実績情報を収集する計
画実績情報収集部１０３と、交換実績情報から、部品の
交換台数の分布を示す交換台数分布を算出する交換基準
算出部１０５と、部品の販売計画および販売実績情報と
、交換台数分布とに基づいて、部品の交換予測数を算出
する交換予測数算出部１０７と、受注実績情報と交換実
績情報とに基づいて、季節変動量を算出する季節変動量
算出部１０８と、記交換予測数を、季節変動量により補
正する交換予測数補正部１０９と、補正後の交換予測数
と受注実績情報とに基づいて乖離率を算出し、補正後の
交換予測と前記乖離率とに基づいて、ライフサイクル毎
の前記商品の需要予測数を算出するライフサイクル別需
要予測数算出部１１１とを備えた。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　商品の交換実績情報と、前記商品の販売計画および販売実績情報を収集する計画実績情
報収集部と、
　前記交換実績情報から、前記商品の交換台数の分布を示す交換台数分布を算出する交換
基準算出部と、
　前記商品の販売計画および販売実績情報と、前記交換台数分布とに基づいて、前記商品
の交換予測数を算出する交換予測数算出部と、
を備えたことを特徴とする需要予測装置。
【請求項２】
　前記商品の販売計画および販売実績情報は、前記商品の市場における稼働台数と、前記
商品の受注実績情報とを含み、
　前記交換実績情報は、前記商品の交換台数と、前記商品の出力枚数と、前記商品の耐久
出力枚を示す交換枚数とを含み、
　前記交換基準算出部は、前記出力枚数および前記交換枚数ごとに、前記出力枚数および
前記交換枚数ごとの前記商品のすべての交換台数を、前記商品の交換台数で除算して、前
記交換台数分布を算出し、
　前記交換予測数算出部は、前記稼働台数と、前記交換台数分布とに基づいて、前記商品
の交換予測数を算出することを特徴とする請求項１に記載の需要予測装置。
【請求項３】
　前記交換予測数算出部は、拠点ごと、月ごと、機種ごとおよび部品ごとの交換予測数を
算出することを特徴とする請求項１に記載の需要予測装置。
【請求項４】
　前記受注実績情報と前記交換実績情報とに基づいて、季節変動量を算出する季節変動量
算出部と、
　前記交換予測数を、前記季節変動量により補正する交換予測数補正部と、
をさらに備えたことを特徴とする請求項２に記載の需要予測装置。
【請求項５】
　前記季節変動量算出部は、１２ヶ月の前記出力枚数の平均値に対する月ごとの前記出力
枚数の変動である出力枚数変動指数と、月別の前記稼働台数に対する前記商品の受注率の
変動率である受注率変動指数と、前記出力枚数の変動を加味した前記交換予測数に対する
受注実績の月別の乖離率である月別受注乖離率とを、前記季節変動量として算出し、
　前記交換予測数補正部は、前記交換予測数を、前記出力枚数変動指数と前記受注率変動
指数と前記月別受注乖離率とで補正することを特徴とする請求項４に記載の需要予測装置
。
【請求項６】
　前記季節変動量算出部は、さらに、前記商品が、単体で販売対象となるユニット部品で
ある場合は、前記受注実績に基づいて、前記商品の単品の月別の受注率を、前記季節変動
量として算出し、
　前記交換予測数補正部は、前記交換予測数を、前記出力枚数変動指数と前記受注率変動
指数と前記月別受注乖離率と前記単品の受注率で補正することを特徴とする請求項５に記
載の需要予測装置。
【請求項７】
　補正後の交換予測数と前記受注実績情報とに基づいて乖離率を算出し、前記補正後の交
換予測と前記乖離率とに基づいて、ライフサイクル毎の前記商品の需要予測数を算出する
ライフサイクル別需要予測数算出部
をさらに備えたことを特徴とする請求項５に記載の需要予測装置。
【請求項８】
　前記ライフサイクル別需要予測数算出部は、前記受注実績情報を、前記補正後の交換予
測数で除算した値を、前記乖離率として算出することを特徴とする請求項７に記載の需要
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予測装置。
【請求項９】
　需要予測装置で実行される需要予測方法であって、
　商品の交換実績情報と、前記商品の販売計画および販売実績情報を収集するステップと
、
　前記交換実績情報から、前記商品の交換台数の分布を示す交換台数分布を算出するステ
ップと、
　前記商品の販売計画および販売実績情報と、前記交換台数分布とに基づいて、前記商品
の交換予測数を算出するステップと、
を含むことを特徴とする需要予測方法。
【請求項１０】
　商品の交換実績情報と、前記商品の販売計画および販売実績情報を収集するステップと
、
　前記交換実績情報から、前記商品の交換台数の分布を示す交換台数分布を算出するステ
ップと、
　前記商品の販売計画および販売実績情報と、前記交換台数分布とに基づいて、前記商品
の交換予測数を算出するステップと、
をコンピュータに実行させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、需要予測装置、需要予測方法およびプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から画像形成装置等の機能部品の需要予測が行われている。このような従来の技術
では、過去の部品等の受注実績値を用いて、ワイブル、累積２次、移動平均等の統計計算
を行い、過去の実績に最も近い計算値を採用することにより、商品の需要予測を行って商
品の在庫管理を行っていた。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、このような従来技術では、市場における画像形成装置等の部品の稼働台
数や、部品の耐久出力枚数に応じた需要予測は困難であった。このため、需要予測と部品
調達が後追いになり、部品総量が不足してしまうという問題があった。また、市場の経済
活動の季節変動に併せた在庫管理を行うことも困難であった。
【０００４】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、市場の部品の稼働台数、部品の耐久出
力枚数、季節変動を考慮して、より正確な需要予測を実現することができる需要予測装置
、需要予測方法およびプログラムを提供することを主な目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明にかかる需要予測装置は、商品
の交換実績情報と、前記商品の販売計画および販売実績情報を収集する計画実績情報収集
部と、前記交換実績情報から、前記商品の交換台数の分布を示す交換台数分布を算出する
交換基準算出部と、前記商品の販売計画および販売実績情報と、前記交換台数分布とに基
づいて、前記商品の交換予測数を算出する交換予測数算出部と、を備えたことを特徴とす
る。
【０００６】
　また、本発明にかかる需要予測方法は、需要予測装置で実行される需要予測方法であっ
て、商品の交換実績情報と、前記商品の販売計画および販売実績情報を収集するステップ
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と、前記交換実績情報から、前記商品の交換台数の分布を示す交換台数分布を算出するス
テップと、前記商品の販売計画および販売実績情報と、前記交換台数分布とに基づいて、
前記商品の交換予測数を算出するステップと、を含むことを特徴とする。
【０００７】
　また、本発明にかかるプログラムは、商品の交換実績情報と、前記商品の販売計画およ
び販売実績情報を収集するステップと、前記交換実績情報から、前記商品の交換台数の分
布を示す交換台数分布を算出するステップと、前記商品の販売計画および販売実績情報と
、前記交換台数分布とに基づいて、前記商品の交換予測数を算出するステップと、をコン
ピュータに実行させる。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、市場の部品の稼働台数、部品の耐久出力枚数、季節変動を考慮して、
より正確な需要予測を実現することができるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は、本実施の形態の需要予測システムのネットワーク構成図である。
【図２】図２は、本実施の形態の需要予測装置１００の機能的構成を示すブロック図であ
る。
【図３】図３は、本実施の形態の需要予測処理の手順を示すフローチャートである。
【図４】図４は、マスタダウンロード画面の一例を示す模式図である。
【図５】図５は、マスタアップロード画面の一例を示す模式図である。
【図６】図６は、交換実績取得優先順位テーブルの一例を示す説明図である。
【図７】図７に、交換台数分布の一例を示す説明図である。
【図８】図８は、販売計画、受注実績、稼働台数、交換実績、季節変動量で補正後の交換
予測数のグラフである。
【図９】図９は、需要予測数算出のための手法の例を示す説明図である。
【図１０】図１０は、需要予測数算出のための手法の例を示す説明図である。
【図１１】図１１は、需要予測数算出において表示部に表示される画面の一例を示す説明
図である。
【図１２】図１２は、バッチ結果表示画面の一例を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下に添付図面を参照して、この発明にかかる需要予測装置、需要予測方法およびプロ
グラムの実施の形態を詳細に説明する。
【００１１】
　図１は、本実施の形態の需要予測システムのネットワーク構成図である。本実施の形態
の需要予測システムは、図１に示すように、需要予測装置１００と、複数のマスタ管理シ
ステム２００－１～２００－ｎと、複数の保守管理システム３００－１～３００－ｎと、
複数の計画実績管理システム４００－１～４００－ｎとがインターネット等のネットワー
クで接続された構成となっている。
【００１２】
　なお、以下では、マスタ管理システム２００－１～２００－ｎを、マスタ管理システム
２００と表記し、保守管理システム３００－１～３００－ｎを保守管理システム３００と
表記し、計画実績管理システム４００－１～４００－ｎを計画実績管理システム４００と
表記する。
【００１３】
　需要予測装置１００は、商品の需要を予測して、需要予測数を算出する。ここで、本実
施の形態では、需要予測装置１００は、商品として、画像形成装置の部品、特に品質劣化
が予測される機能部品である予防保全部品（以下、単に「部品」という。）の需要予測数
を算出している。ただし、これに限定されるものではなく、商品として画像形成装置のい
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かなる商品にも適用することができる。また、画像形成装置以外の装置の商品にも適用す
ることができる。
【００１４】
　ここで、画像形成装置は、プリンタ装置、コピー装置、ファクシミリ装置、スキャナ装
置や、プリンタ機能、コピー機能、ファクシミリ機能、スキャナ機能の少なくとも２つを
含む複合機などであるが、これらに限定されるものではない。
【００１５】
　マスタ管理システム２００は、部品に関するマスタデータを管理するコンピュータであ
る。部品に関するマスタデータとしては、画像形成装置の構成、機種、部品等の情報が該
当する。
【００１６】
　保守管理システム３００は、画像形成装置の保守管理に関するデータを管理するコンピ
ュータである。保守管理に関するデータとしては、画像形成装置の部品の交換実績データ
等が該当する。
【００１７】
　計画実績システム４００は、画像形成装置およびその部品の販売計画や販売実績に関す
るデータを管理するコンピュータである。
【００１８】
　図２は、本実施の形態の需要予測装置１００の機能的構成を示すブロック図である。本
実施の形態の需要予測装置１００は、図２に示すように、マスタデータベース１２０（以
下、「マスタＤＢ」という。）と、部品関連マスタ作成部１０１と、計画実績情報収集部
１０３と、交換基準算出部１０５と、交換予測数算出部１０７と、季節変動量算出部１０
８と、交換予測数補正部１０９と、ライフサイクル別需要予測数算出部１１１と、表示部
１３０とを主に備えている。
【００１９】
　部品関連マスタ作成部１０１は、マスタ管理システム２００から、各種マスタデータを
受信して、マスタＤＢ１２０を生成する。ここで、マスタＤＢ１２０は、ハードディスク
ドライブ装置（ＨＤＤ）等の記憶媒体に格納される。具体的には、部品関連マスタ作成部
１０１は、部品に関する各種マスタデータから、部品構成マスタ、機種マスタ、部品マス
タ等をマスタＤＢ１２０に登録する。
【００２０】
　計画実績情報収集部１０３は、保守管理システム３００から、画像形成装置の部品の交
換実績データを収集する。ここで、交換実績データには、部品の交換台数と、部品の出力
枚数と、部品の耐久出力枚数を示す交換枚数とが含まれる。
【００２１】
　また、計画実績情報収集部１０３は、計画実績管理システム４００から、画像形成装置
の部品の販売計画や販売実績に関する販売計画および実績データを収集する。
【００２２】
　ここで、画像形成装置およびその部品の販売計画および実績データには、画像形成装置
およびその部品の市場における稼働台数と、受注実績データが含まれる。
【００２３】
　ここで、出力枚数、交換枚数、稼働台数は、拠点ごと、月ごと、機種ごとの値がそれぞ
れ取得される。
【００２４】
　交換基準算出部１０５は、交換実績データから、交換基準として、部品の交換台数の分
布を示す交換台数分布を算出する。より具体的には、交換基準算出部１０５は、出力枚数
および交換枚数ごとに、出力枚数および交換枚数ごとの部品のすべての交換台数を、部品
の交換台数で除算して交換台数分布を算出する。
【００２５】
　交換予測数算出部１０７は、部品の販売計画および販売実績データに含まれる部品の稼
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働台数と、交換基準算出部１０５で算出された交換台数分布とから、拠点ごと、月別、機
種ごと、部品ごとの交換予測数を算出する。
【００２６】
　季節変動量算出部１０８は、画像形成装置およびその部品の販売計画や販売実績に関す
るデータの受注実績データと、交換実績データとに基づいて、季節変動量を算出する。
【００２７】
　より具体的には、季節変動量算出部１０８は、１２ヶ月の出力枚数の平均値に対する月
ごとの出力枚数の変動である出力枚数変動指数と、月別の稼働台数に対する部品の受注率
の変動率である受注率変動指数と、出力枚数の変動を加味した前記交換予測数に対する受
注実績データの月別の乖離率である月別受注乖離率とを、季節変動量として算出する。た
だし、これらの季節変動量は一例であり、これらに限定されるものではない。
【００２８】
　交換予測数補正部１０９は、交換予測数算出部１０７で算出された交換予測数を、季節
変動量算出部１０８で算出された季節変動量により補正する。
【００２９】
　また、交換予測数補正部１０９は、部品が単体で販売対象となるユニット部品（感光体
ドラム、現像装置を含むユニット等）である場合は、受注実績データに基づいて、部品の
単品の受注率を算出し、交換予測数を単品の受注率で補正する。
【００３０】
　より具体的には、交換予測数補正部１０９は、部品の交換予測数を、出力枚数変動指数
と受注率変動指数と月別受注乖離率とで補正する。ここで、交換予測数補正部１０９は、
部品が単体で販売対象となるユニット部品である場合には、交換予測数を、出力枚数変動
指数と受注率変動指数と月別受注乖離率と単品の受注率で補正する。
【００３１】
　ライフサイクル別需要予測数算出部１１１は、補正後の交換予測数と前記受注実績情報
とに基づいて乖離率を算出し、交換予測数補正部１０９による補正後の交換予測と乖離率
とに基づいて、ライフサイクルの各期間毎の部品の需要予測数を算出する。ここで、ライ
フサイクル別需要予測数算出部１１１は、受注実績データを、補正後の交換予測数で除算
した値を、乖離率として算出する。
【００３２】
　表示部１３０は、各種画面を表示するディスプレイ装置等の表示デバイスである。
【００３３】
　次に、以上のように構成された需要予測装置による需要予測処理の詳細について説明す
る。図３は、本実施の形態の需要予測処理の手順を示すフローチャートである。
【００３４】
　まず、部品関連マスタ作成部１０１は、マスタ管理システム２００からネットワークを
介して、画像形成装置の各部品に関する各種マスタデータを受信し、部品関連マスタを作
成してマスタＤＢ１２０に登録する（ステップＳ１１）。マスタＤＢ１２０に登録される
部品関連マスタとしては、図１に示すように、画像形成装置の部品の構成を示す部品構成
マスタ、画像形成装置の機種を示す機種マスタ、部品自体の各種情報である部品マスタ等
がある。
【００３５】
　ユーザは、図４に示すマスタダウンロード画面から必要なマスタに対応する起動ボタン
を押下することにより、必要なマスタをダウンロードすることにより、各種マスタを取得
する。また、ユーザはマスタＤＢ１２０の各種マスタを修正、追加等した場合には、図５
に示すマスタアップロード画面から修正、追加後のマスタに対応する起動ボタンを押下す
ることにより、マスタをマスタ管理システム２００にアップロードする。
【００３６】
　図３に戻り、次に、計画実績情報収集部１０３は、保守管理システム３００からネット
ワークを介して交換実績データ（すなわち、交換台数、出力枚数、交換枚数）を受信し、
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計画実績管理システム４００からネットワークを介して販売計画および実績データ（すな
わち、稼働台数、受注実績）を受信して取得する（ステップＳ２２）。
【００３７】
　ここで、本実施の形態では、交換実績データの取得の優先順位が定められている。図６
は、交換実績取得優先順位テーブルの一例を示す説明図である。図６に示すように、交換
実績データの取得優先順位テーブルには、国内の保守管理システム１、２と海外の保守管
理システム３，４のそれぞれから、交換実績データの出力枚数、交換枚数をどのような優
先順位で取得するかが定められており、計画実績情報収集部１０３は、このテーブルで定
められた優先順位に従って保守管理システム３００を選択して、交換実績データを取得す
る。
【００３８】
　図３に戻り、次に、交換基準算出部１０５は、交換実績データから、交換基準としての
交換台数分布を算出する（ステップＳ２３）。より具体的には、交換基準算出部１０５は
、次の（１）式により交換台数分布を算出する。図７に、交換台数分布の一例を示す。
【００３９】
　（出力枚数および交換枚数ごとの部品のすべての交換台数）／（部品の交換台数）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（１）
　図３に戻り、次に、交換予測数算出部１０７は、販売計画および実績データの稼働台数
と、ステップＳ２３で求めた交換台数分布から、拠点、機種、月別に、部品の交換数の予
測である交換予測数を算出する（ステップＳ２４）。
【００４０】
　次に、季節変動量算出部１０８は、交換予測数を補正するため、販売計画および実績デ
ータの受注実績と、交換実績データの出力枚数および交換枚数とから季節変動量（出力枚
数変動指数、受注率変動指数、月別受注乖離率）を算出する。
【００４１】
　季節変動量のうち、出力枚数変動指数は、次の（２）式で算出する。
【００４２】
　出力枚数変動指数＝
　［（月別・機種別の平均出力枚数）－（１２ヶ月の機種別の平均出力枚数）］
　／１２ヶ月の機種別の平均出力枚数　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（２）
　次に、交換予測数補正部１０９は、ステップＳ２４で算出した部品の交換予測数を、ス
テップＳ２５で算出した季節変動量（出力枚数変動指数、受注率変動指数、月別受注乖離
率）で補正する（ステップＳ２６）。
【００４３】
　そして、交換予測数補正部１０９は、対象となる部品が単体で販売対象となるユニット
部品であるか否かをマスタＤＢ１２０の部品マスタを参照して判断する（ステップＳ２７
）。そして、交換予測数補正部１０９は、対象となる部品がユニット部品である場合には
（ステップＳ２７：Ｙｅｓ）、受注実績を参照して、部品の交換予測数を、さらに単品の
受注率で補正する（ステップＳ２８）。ステップＳ２７において、対象となる部品がユニ
ット部品でない場合には（ステップＳ２７：Ｎｏ）、単品の受注率による補正は行われな
い。
【００４４】
　図８は、販売計画、受注実績、稼働台数、交換実績、季節変動量で補正後の交換予測数
のグラフである。図８に示すように、交換予測数が季節変動量で補正される。
【００４５】
　図３に戻り、ライフサイクル別需要予測数算出部１１１は、補正後の交換予測数と受注
実績とから乖離率を算出する（ステップＳ２９）。ここで、ライフサイクル別需要予測数
算出部１１１は、受注実績を、補正後の交換予測数で除算することにより、その除算値を
乖離率として算出する。図８に示すように、受注実績と交換予測数との差分が乖離率とな
る。
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【００４６】
　図３に戻り、次に、ライフサイクル別需要予測数算出部１１１は、補正後の交換予測数
と、ステップＳ２９で算出された乖離率とから、部品の需要予測数を算出する（ステップ
Ｓ３０）。図８に示すように、ライフサイクルとしては、立上期間、初期流動期間、成長
期間、成熟期間がある。また、図９、図１０は、需要予測数算出のための手法の例を示す
説明図である。
【００４７】
　例えば、図９に示すように、ライフサイクル別需要予測数算出部１１１は、現在の機種
より前の機種である前身機の画像形成装置の部品の場合、ライフサイクルの立上期間にお
いては、前身機の乖離率のみで需要予測数を求める。具体的には、図１０に示すように、
ライフサイクル別需要予測数算出部１１１は、交換予測数を前身機の乖離率で補正するこ
とにより、需要予測数を算出する。
【００４８】
　また、例えば、図９に示すように、現在の機種である自機種の画像形成装置の部品の場
合、初期流動期間のＣの期間では自機種の乖離率と所定の基準乖離率の大小関係および受
注実績と交換予測数の大小関係により需要予測数を求める。具体的には、図１０に示すよ
うに、ライフサイクル別需要予測数算出部１１１は、自機種の画像形成装置の部品の場合
、初期流動期間のＣの期間では、乖離率が基準乖離率より大きく、かつ受注実績が交換予
測数より小さい場合に、交換予測数の１８ヶ月均等増加直線を求め、この直線の示す値を
需要予測数として算出する。
【００４９】
　また、例えば、図９に示すように、初期流動期間のＤの期間では、乖離率と基準乖離率
の大小関係および受注実績と交換予測数の大小関係により需要予測数を求める。具体的に
は、図１０に示すように、ライフサイクル別需要予測数算出部１１１は、初期流動期間の
Ｄの期間では、乖離率が基準乖離率より大きく、かつ受注実績が交換予測数以上の場合に
、受注実績の回帰直線を求め、この回帰直線の示す値を需要予測数として算出する。
【００５０】
　また、例えば、図９に示すように、成長・成熟期間のＦ，Ｇ，Ｈ，Ｉ，Ｊの期間では、
主部品または従属部品により需要予測数を求める。すなわち、ライフサイクル別需要予測
数算出部１１１は、成長・成熟期間のＦ，Ｇ，Ｈ，Ｉ，Ｊの各条件に一致する場合、需要
予測結果に示す算出式で需要予測数を算出する。ここで、主部品とは、交換数の変動をリ
ードする部品であり、例えば、ブラック（Ｋ）の作像ユニットが該当する。また、従属部
品とは、主部品に追従して交換数が変動する部品であり、例えば、主部品としてのブラッ
ク（Ｋ）の作像ユニットに追従する、シアン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、イエロー（Ｙ）の
各色の作像ユニット等が該当する。
【００５１】
　図１１は、需要予測数算出において表示部１３０に表示される画面の一例を示す説明図
である。図１１に示すように、需要予測数算出において、図９，１０に示す手法のうちい
ずれが採用されたかがわかるようになっている。
【００５２】
　図１２は、上述したステップＳ１１～Ｓ３０までを一連のバッチ処理として実行した場
合におけるバッチ結果表示画面の一例を示す説明図である。図１２に示すように、各処理
のステータス（正常終了か否か）、処理のグループ、バッチ発行日時、終了日時などが表
示部１３０に表示される。図１２に示す画面において各処理のログボタンを押下すること
によりバッチ結果の詳細な履歴が表示部１３０に表示される。
【００５３】
　このように本実施の形態では、部品の交換実績データと、部品の販売計画および販売実
績データから、部品の交換台数分布を算出して、部品の交換予測数を算出し、さらに季節
変動量で交換予測数を補正し、需要予測数を算出しているので、市場の部品の稼働台数、
部品の耐久出力枚数、季節変動を考慮して、より正確な需要予測を実現することができる
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【００５４】
　本実施の形態の需要予測装置１００は、ＣＰＵなどの制御装置と、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　
Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）やＲＡＭなどの記憶装置と、ＨＤＤ、ＣＤドライブ装置などの
外部記憶装置と、ディスプレイ装置などの表示装置と、キーボードやマウスなどの入力装
置を備えており、通常のコンピュータを利用したハードウェア構成となっている。
【００５５】
　本実施形態の需要予測装置１００で実行される需要予測プログラムは、インストール可
能な形式又は実行可能な形式のファイルでＣＤ－ＲＯＭ、フレキシブルディスク（ＦＤ）
、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｋ）等のコンピュー
タで読み取り可能な記録媒体に記録されて提供される。
【００５６】
　また、本実施形態の需要予測装置１００で実行される需要予測プログラムを、インター
ネット等のネットワークに接続されたコンピュータ上に格納し、ネットワーク経由でダウ
ンロードさせることにより提供するように構成しても良い。また、本実施形態の需要予測
装置１００で実行される需要予測プログラムをインターネット等のネットワーク経由で提
供または配布するように構成しても良い。
【００５７】
　また、本実施形態の需要予測装置１００で実行される需要予測プログラムを、ＲＯＭ等
に予め組み込んで提供するように構成してもよい。
【００５８】
　本実施形態の需要予測装置１００で実行される需要予測プログラムは、上述した各部（
部品関連マスタ作成部１０１、計画実績情報収集部１０３、交換基準算出部１０５、交換
予測数算出部１０７、季節変動量算出部１０８、交換予測数補正部１０９、ライフサイク
ル別需要予測数算出部１１１）を含むモジュール構成となっており、実際のハードウェア
としてはＣＰＵ（プロセッサ）が上記記憶媒体から需要予測プログラムを読み出して実行
することにより上記各部が主記憶装置上にロードされ、部品関連マスタ作成部１０１、計
画実績情報収集部１０３、交換基準算出部１０５、交換予測数算出部１０７、季節変動量
算出部１０８、交換予測数補正部１０９、ライフサイクル別需要予測数算出部１１１が主
記憶装置上に生成されるようになっている。
【符号の説明】
【００５９】
　１００　需要予測装置
　１０１　部品関連マスタ作成部
　１０３　計画実績情報収集部
　１０５　交換基準算出部
　１０７　交換予測数算出部
　１０８　季節変動量算出部
　１０９　交換予測数補正部
　１１１　ライフサイクル別需要予測数算出部
　２００，２００－１～２００－ｎ　マスタ管理システム
　３００，３００－１～３００－ｎ　保守管理システム
　４００，４００－１～４００－ｎ　計画実績管理システム
【先行技術文献】
【特許文献】
【００６０】
【特許文献１】特開２００７－１９９８４４号公報
【特許文献２】特開２００３－２３３７１０号公報
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